






























































地位に置いている例はない（Morlok（2018）, Art.139 WRV Rn.6f.）。なお、日曜日・祝日の開店禁
止に関する EU法との関連については、Mosbacher（2007）, S.365ff. EUには、例えば児童労働の
保護等特別なものを除いて、日曜日保護に関する一般的な規律をする権限はないとされている。
Ehlers（2018）, Art.140 Art.139 WRV Rn.4; Baeck/Deutsch（2014）, §9 Rn.2; Mosbacher（2007）, S.384.
（ 3）　マールブルクの人口規模は、ヘッセンにおいては8番目で、2017年9月30日現在の人口は75,376
人。大学市（Universitätsstadt）であり、「ゲッティンゲンには大学があるが、マールブルクは大
学である」という表現は、この街を実によく表現している。Hessisches Statistisches Landesamt, 
Die Bevölkerung in Hessen am 30.09.2017.
（ 4）　ガソリンスタンド付設の店舗売り上げについて、例えば Scope Ratings GmbH, Branchenstudie 



























585億ユーロ（ 7兆 6千億円）に達しているという報告もある。Handelsblatt, E-Commerce: Online-
Handel wächst zweistellig（https://www.handelsblatt.com/unternehmen/handel-konsumgueter/
e-commerce-online-handel-waechst-zweistellig/20873690.html）
（ 6）　EKD, EKD-Statistik: Demografischer Wandel macht Kirche weiter zu schaffen（https://www.ekd.de/ekd-





















































































































































とができる（ 6 ⊖ 9条。ただし後二者では、12月24日は17時まで）。また、これに例外に加えて、
12条では、製品による例外として、牛乳や乳製品、パン類、生鮮果実、生花、新聞等の販売につ
いて、閉店時間にもかかわらず回転することを認めうることが規定されている。














　 6時から20時…ザール、バイエルン（連邦閉店法 3条 1項による）



































































































（24）　Rossi （2018）, GewO §55e Rn.1.






















（26）　道路交通規則（StVO）30条の日曜日・祝日の通行禁止規定については、Hufen （2014）, S.83ff; 
Mosbacher （2007）, S.107.
（27）　Unruh （2018）, Art.139 Rn.2f; Mosbacher （2007）, S.54ff; 山本（2018）, 402頁以下。「憲法の妥協の




























（29）　Richardi/ Annuß （1999）, S.20.
（30）　以下の歴史的展開については、Mosbacher （2007）, 1 Teilによる包括的な考察を参照・要約した。


























































（37）　以上、Mosbacher（2007）, S.54⊖61. なお、東ドイツ憲法は、 6条で「日曜日、祝日および 5月
1日は、労働の休みの日であり、法律の保護を受ける。」と規定されていた。計画経済の下、開店・
閉店、労働時間等について規律されていたが、東ドイツ時代に閉店法それ自体はなかった。
























（39）　Korioth （2018）, WRV Art.139 Rn.1
（40）　ドイツにおける宗教的中立性については、Korioth（2018）, GG Art. 140 Rn. 31. 邦語文献として、
山本（2018）、棟久（2015）、棟久（2014）、三宅（2013）。
（41）　今日、もはや日曜日に宗教性を求めるのは困難であり、余暇の一日であると指摘する見解もあ
る。Vgl. Häberle （2006）, S.60f.






























（45）　Morlok（2018）, Art.139 WRV Rn.11. Vgl.Korioth （2018）, Art.139 Rn.2.
（46）　Korioth（2018）, Art.1; Häberle （2006）, S.54ff.


























































（55）　Morlok （2018）, Art.139 WRV Rn.11ff; Hufen （2014）, S.100ff.; Mosbacher （2007）, S.92ff.; Dietlein 
（2003）, S.135ff; Schneiders （1996）, S.199ff.批判的見解として、Korioth （2018）, WRV Art. 139 Rn.20.

















































ム共同体会議およびイスラム文化センター連盟との協定（Vertrag zwischen der Freien und Hansestadt 
Hamburg, dem DITIB-Landesverband Hamburg, SCHURA ― Rat der Islamischen Gemeinschaften in 





































（64）　主観的権利性については、Morlok （2018）, Art.139 WRV Rn.17ff.; Hufen（2014）, S.121ff.; Mosbacher 
（2007）, S.294ff; Morlok/Heinig （2001）, S.848ff.
（65）　他の基本権との関連についてはとりわけ、Morlok （2018）, WRV Art.139 Rn.10; Hufen （2014）, 

















たり、労働禁止を廃止したりすることで、基本法 4条 1項および 2項は制限さ
れていると考えうるか。たしかに労働の休みによって宗教活動に参加すること
ができたとしても、ヴァイマル憲法139条自体は宗教活動の「外的な条件」を
整えているに過ぎない。したがって、防御権としての基本法 4条 1項および 2
項が「制限」されているとは考えられない（69）。
　「防御権としての」と留保を付けたのは、基本法 4条 1項および 2項の保護
義務違反については別に考えられるからである。基本法 4条 1項および 2項か
（66）　Hufen （2014）, S.197ff; Häberle （2006）, S.66f.
（67）　Häberle （2006）, S.66.









いはない（70）。日曜日・祝日保護の内容形成が、基本法 4条 1項および 2項を保
護するという点で十分ではなくまた適切ではない場合には、その立法（不作為
も含む）は基本法 4条 1項および 2項違反となりうる（71）。アドヴェント日曜日
の開店を認めたベルリン開店法に関する連邦憲法裁判所判例では、まさにこの
点が問題となった（72）。そこでは、連邦憲法裁判所は、「ヴァイマル憲法139条か
ら導かれた保護委託が、基本法 4条 1項および 2項による基本権保障の保護機
能を作動させ」、「ヴァイマル憲法139条から導かれる日曜日および祝日の保護














（72）　BVerfGE 125, 39. 武市（2015）参照。
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